
（該当業務： ）

）

）

③

(①または②の場合)

年度

根拠条例等

根拠法令要綱等

ＪＲ西脇市駅の便所について、駅の利用者などが快適に使用でき
るよう、市の玄関口としての環境を整備し、公共交通利用促進の一
助とする。

事業の対象（誰に対して・何に対して）

○平成16年３月に市が設置した西脇市駅の便所について、清掃、トイレットペーパーの補充などの維持管理を地元自治会
（野村町）に委託し、適正な管理を行う。 ※西脇市駅便所清掃委託料：100,000円/年
○上下水道使用料及び電気代については市が直接支払っている。

根拠法令要綱等

Ｂ Ｃ

年度未定

②

完了予定年度事業開始年度 平成１６

平成22年度の実施内容・成果

基
本
事
項

ふるさと創造部

事務事業名

行動計画掲載

総事業費 千円 千円 千円

平成22年度の実施内容・計画どおり実施できなかった理由

企画政策課
意 見

千円

市 長 指 示 事 項 等

以降

展開方針
（年度別の事業内容）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度

公共交通の利用促進

款02

12

法令名・根拠条文

目

事業の内容（目的達成のための手段・方法）

◆◇◆ 事 務 事 業 評 価 票 ◆◇◆

総務費

01 総務管理費項

01 一般会計財
務
科
目

円滑な移動を支える公共交通の整備・充実

基 本 政 策

高田 洋明

事業の目的（どういう状態にしたいのか）

諸費

課名

企画政策課

番号 所属長名

05

02

総
合
計
画

部名

西脇市駅便所管理事業

枝番号

00

02

会計快適な暮らしを支える生活基盤が充実したまち

事
務
事
業
の
概
要

千円 千円

Ａ

確 認 項 目

07

政 策

施 策

優先度◆◇◆ 総合計画・行動計画 施策シート ◆◇◆

委託の場合

ＪＲ西脇市駅の利用者など

野村町

①

根拠条例等

補助・単独

実施形態

正規職員が関与すべき法的義務性

国・県の補助金有り 市単独

なし あり

直営 一部委託 その他（補助・負担金全部委託

入札 随意契約（契約先：

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ

新規 継続 単年度

市単費上乗せ

義務実施事業

努力義務実施事業

任意実施事業

経常 臨時

① 計画どおり進んでいる。

② おおむね計画どおり進んでいる。

⑤ 完了・達成（計画事業の終了）

③ 着手しているが、計画よりも遅れている

④ 計画どおり着手していない。

総合計画対象事業

市長公約・懸案事項

議会確認事項

Ａ Ｂ Ｃ
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【１次評価】 評価実施：平成２２年度

【２次評価】 評価実施：平成２２年度

【３次評価】

市の施設であり、維持管理の必要はあるので事業は継続実施する。
委託しているが、トイレットペーパーの保管は市で行い、不足分を町へ届けている。
都市住宅課が所管している駅駐輪場等管理事業（駅前広場、駐輪場）と委託先が同一であるた
め、所管課を一本化することで、業務効率の向上が見込まれる。

評価結果

判
断
理
由

改
善
策

５ 市民ニーズの把握

改
善
策

トイレットペーパーの保管・管理については、納入業者に分割納入を依頼することや、委託先に保管・管理を任せるなど市
職員の関与をなくす方向で検討すべきである。
都市住宅課所管の駐輪場等管理事業と本事業の統合または所管課を一本化することで、事務手続きが軽減できると考え
られるため、都市住宅課と調整を行う必要がある。

評価結果 判
断
理
由

改
善
策

判
断
理
由

評価結果 市が設置した施設であり、ＪＲ西脇市駅の利用者が快適に便所を利用できるよう、光熱水費の負
担も含め、今後も適正な維持管理を継続していく必要がある。
清掃等は地元に委託しているが、地元の手で市の玄関口である市駅の環境整備に携わっていた
だくことは、まちづくりの理念とも合致するものである。

利用者がいつも快適に便所を利用できるよう、今後も委託先に対し適切な維持管理を指導、依頼
する。

３
１

実施主体の妥当性

受益者負担の適切さ

評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性）

直接のサービスの相手方
４
３

事業の必要性

受益者負担の適切さ

トイレの清掃・点検回数

委託先自治会によるトイレの清掃回数と、消耗
品の補充に係る点検の回数

トイレ使用可能日数

利用者が支障なくトイレを使用できた
日数

目標値
実績値

達成度
目標値

単価

実績値

達成度
目標値
実績値

達成度

1,761円 1,547円 1,449円
100.0% 100.0% 100.0%

365日 365日 354日365日
365日 365日 365日 365日

250回

240.0% 240.0% 240.0%
520円 520円 520円

365日

104回

271

0

271

特定財源

活
動
指
標

（
目
標

）

1,627円

単価

名称

説明

名称

説明

104回 104回 104回

一般職員所要人員 (B) 人

特定財源

一般財源

事業費(決算額) (A)

326 265

0 0

322

22年度

0

0

単位

千円

0

一般財源

326 338

0

322

0

265

265

18年度 19年度 20年度 21年度

248

事
務
事
業
デ
ー

タ (C) 千円 317

265

(A')事業費(予算額または見込額）

338291

291

0

326

248

326

238 238

0.03

317

565 529 576総コスト[(A)+(C)] (D) 千円 643

受益者負担額 (E) 千円 0 0 0 0

実績値

受益者負担率[(E)/(D)] (F) ％ 0.0% 0.0% 0.0% 0.0%

22年度

250回 250回

240.0%
520円

18年度 19年度 20年度 21年度

①

②

97.0%

達成度

目標値

名称

説明

名称

３
５
３ 実施主体の妥当性

市民ニーズの把握 １

単価

一般人件費[平均給与×(B)]

②
説明

成
果
指
標

（
目
標

）

①
単価

0.04 0.04 0.03

104回
250回

総
合
評
価

総
合
評
価

総
合
評
価

３評 価
ポイント

事業の優先度（緊急性） ４ 事業の必要性

直接のサービスの相手方 ３

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止

拡充

継続実施

改善・見直し

廃止

抜本的見直し

休止
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